
１　一般会計

(1) 収支決算の状況

　　平成29年度の決算額は、歳入総額 200億9,055万円（対前年度比3.3％増）に対し、歳出総

　額187億7,009万円（対前年度比3.1％増）で、実質収支は6億7,580万円の黒字となりました。

　　生涯学習センター（とれふる）・分館（期待場）整備事業費などの増により、歳出決算額

　が前年度に比べ、5億7,083万円増額となっています。

※ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源

(2) 歳入決算の状況

　歳入のうち、市税は、主に、市民税法人分が法人の業績向上等により増となったため、2.5

％増の1億4,359万円の増額で、59億6,032万円となっています。

　利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金は、県税収入の

増に伴い、前年度に比べ増額となっています。

　自動車取得税交付金についても、前年度に比べ、46.9％増の1,627万円増額となりました。

　地方交付税は、0.7％減の2,621万円が減額となっています。普通交付税は、主に基準財政収

入額において、平成28年度市民法人税の収入増に伴い平成29年度市民法人税の推計値が増額と

なったことなどにより、1億6,343万円の減額。震災復興特別交付税は、復興交付金事業費の増

に伴う地方負担分の増などにより、1億4,052万円が増額となりました。

　国庫支出金は、磯原地区公園整備事業、石岡地域優良賃貸住宅整備事業に伴う国庫補助金等

が増となったため、13.8％増の3億6,173万円増額となりました。

　県支出金は、磯原地区公園整備事業に伴う県補助金が増となったことなどにより、12.6％増

の1億3,916万円の増額。

　寄附金は、ふるさと応援寄附金の減により、8,145万円の減額。

　繰入金は、財政調整基金繰入金は減であるが、東日本大震災復興交付金基金繰入金、特別会

計繰入金などが増となったため、繰入金全体で268万円の増額となった。

　市債は、生涯学習センター整備事業費に係る地方債を発行したが、関本中学校区小・中一貫

校建設事業、図書館建設事業等に係る地方債が減となったため、3.0％減で6,524万円の減額。
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(3) 歳出決算の状況【目的別】

    議会費は、議員定数1名減による報酬の減などにより、1,177万円の減額となりました。

　　総務費は、一般職退職手当負担金の減などにより、2,337万円の減額。

　　民生費は、私立認定子ども園施設型給付費、老人福祉施設開設準備補助金などの増によ

　り、9,302万円増額となっている。

　　衛生費は、市民病院補助金の減などにより、2億535万円の減額、

　　商工費は、企業誘致奨励金の増などにより、1,479万円の増額となりました。

（単位：千円）
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　　土木費は、磯原地区公園整備事業、石岡地域優良賃貸住宅整備事業の増などにより、6億

　1,515万円の増額、

　　消防費は、高規格救急車購入費、旧消防庁舎解体工事費の減等により、1億949万円減額。

　　教育費は、生涯学習センター整備事業は増となりましたが、関本中学校区小・中一貫校建

　設事業、図書館建設事業等の減により、全体で334万円の減額となっています。

　　公債費は、臨時財政対策債、関本中学校区小・中一貫校建設事業債に係る地方債償還金の

　増などにより、1億2,488万円の増額、

　　諸支出金は、基金費において、財政調整基金、ふるさと応援基金への積立金の増などによ

　り、7,561万円の増額となりました。

(4) 歳出決算の状況【性質別】

　　扶助費は、臨時福祉給付金は減となりましたが、私立認定子ども園施設型給付費、生活保

　護費などが増となったため、3.2％増の1億1,091万円増額となりました。

　公債費は、8.3％増の1億2,488万円の増額。

　義務的経費全体では、3.1％増の2億4,110万円増額となりました。

　　物件費は、ヘルスケアビジネス創出支援事業委託料等の増により、2,272万円の増額、

　　維持補修費は、道路や小中学校施設維持補修費の増などにより、2,676万円の増額、

　　補助費等は、企業誘致奨励金、定住促進奨励金等は増となりましたが、市民病院補助金が

　減となったため、9,820万円の減額となりました。
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　　積立金は、財政調整基金積立金等の増で、7,561万円の増額となっています。

　　普通建設事業費は、関本中学校区小・中一貫校建設事業、図書館建設事業、北部運動広場

　整備事業などは減となりましたが、磯原地区公園整備事業、生涯学習センター整備事業、地

　域優良賃貸住宅事業等が増となったため、2億6,418万円増額となりました。

　　繰出金は、国民健康保険事業等への繰出しで4,654万円の増額となっています。
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(5) 市債現在高

　　平成29年度末現在の一般会計の市債現在高は、211億9,090万円です。

　　前年度末現在高（205億9,393万円）と比べ、約5億9,600万円（2.9％増）の増となりました。

　磯原地区公園整備事業、生涯学習センター整備事業等に係る地方債、臨時財政対策債等の発行

　による増です。
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(6) 基金現在高

　　財政調整基金は、市民税（法人）の増や市民病院繰出金の減などにより、一般財源が確保

　されたため、基金からの取り崩しは行わなかった。今後については、経済状況等の変化に対

　応できるよう基金管理するとともに、取り組むべき事業の財源として活用する。

　　減債基金については、茨城県貸付金（茨城県市町村振興資金）無利子分の借入によって生

　じた一般財源余剰分等について積立を行った。今後は、市債の償還が増となる傾向にあるこ

　とから、公債費抑制のため活用する。

　　その他特定目的基金については、積み立てるべき原資が収入された場合等に積立し、その

　後、基金を活用すべき事業を実施する際の財源として活用する。
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国民健康保険出産資金貸付基金［現金］ 2,400 2,400 0

土地開発基金［現金］ 29,234 29,234 0

高額療養貸付基金［現金］



(7) 主な財政指標（普通会計）

　財政力指数

　経常収支比率　（％）

　公債費負担比率（％）

　実質公債費比率（％）

　将来負担比率　（％）

※財政力指数………基準財政需要額（地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政運営を

　　　　　　　　　行った場合に要する財政需要を示す額）に対する基準財政収入額（標準的

　　　　　　　　　に収入しうると考えられる地方税等）の割合で、１に近いほど財源に余裕

　　　　　　　　　があるとされ、１を超える団体は、普通交付税の不交付団体となります。

　　　　　　　　　過去３カ年の平均値です。

※経常収支比率……財政の弾力性を表わす指標で、人件費、扶助費、公債費などの義務的な経

　　　　　　　　　常経費に、市税、地方交付税などの経常的な一般財源がどの程度充てられ

　　　　　　　　　ているかで算出されます。

　　　　　　　　　この比率が低いほど、財政構造に弾力性があることになります。

※公債費負担比率…一般財源総額に占める、公債費（地方債の元利償還金）に充当された一般

　　　　　　　　　財源の割合を示す比率であり、高いほど財政運営の硬直性の高まりを示し

　　　　　　　　　ます。

※実質公債費比率…一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模（地方交付税算定上の

　　　　　　　　　一般財源の総額）に対する比率です。［普通会計ばかりでなく、公営事

　　　　　　　　　業会計、一部事務組合分も含みます。過去３カ年の平均値です。］

※将来負担比率……一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。
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